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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第２四半期累計期間
第18期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年９月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 682,952 1,239,893

経常利益 （千円） 82,738 235,823

四半期（当期）純利益 （千円） 56,422 145,863

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 328,123 100,000

発行済株式総数 （株） 1,943,200 2,140

純資産額 （千円） 1,599,292 1,086,621

総資産額 （千円） 2,035,483 1,522,489

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 31.20 97.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 30.66 －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 78.6 71.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 230,388 329,752

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △94,481 △185,320

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 444,328 △3,365

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,197,798 617,563

 

回次
第19期

第２四半期会計期間

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.69

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、2018年３月29日開催の取締役会決議に基づき、2018年４月18日付で普通株式１株につき700株の株

式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

４．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式

は第18期においては非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．当社は、2018年６月27日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第19期第２四半期累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から第２四半期会計期間末までの平均株価を期中平均株

価とみなして算定しております。
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６．当社は、第18期第２四半期累計期間について、四半期財務諸表を作成していないため、第18期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

７．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当社は、前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　IDC Japan株式会社の調査によると、2018年の国内パブリッククラウドサービス市場規模は、前年比27.4％増

の6,663億円になると見込まれております。さらに当該市場は今後も成長を続け、2022年の市場規模は2017年比

2.8倍の1兆4,655億円に達すると予測しております（出典：IDC Japan株式会社プレスリリース「国内パブリック

クラウドサービス市場予測を発表」（2018年10月１日））。

　また、三鬼商事株式会社がまとめた東京都心５区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）におけるオフィスの空室

率は、2018年９月時点で2.33％となり、2017年９月時点の3.17％から0.84ポイント減少しております。これらの

調査結果より、国内不動産を取り巻く状況は堅調に推移しており、この傾向は今後も継続するものと思われま

す。

　このような環境下、当第２四半期累計期間においては、創業来培ってきたノウハウを活かしながら、顧客業務

の現状及び問題点を理解し、その解決方法を的確に示す提案型営業を前事業年度より引き続き推進することによ

り、新規顧客の獲得に努めてまいりました。また、利用状況の把握、提供する機能の紹介、バージョンアップの

周知、オプション機能紹介といった既存顧客への継続的な対応を実施し、顧客満足の向上と顧客の利用拡大を

図ってまいりました。

　この結果、当第２四半期の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

　①財政状態

（資産の部）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は1,367,273千円（前事業年度末比 489,837千円の増加）となりま

した。これは主に現金及び預金が580,234千円増加する一方、売掛金が84,217千円、仕掛品が9,463千円減少した

ことによるものです。

　当第２四半期会計期間末における固定資産は668,210千円（前事業年度末比 23,156千円の増加）となりまし

た。これは主にリース資産が10,641千円、ソフトウエアが7,618千円、保険積立金が6,181千円増加したことによ

るものです。

　この結果、当第２四半期会計期間末における資産合計は2,035,483千円（前事業年度末比 512,993千円の増

加）となりました。

 

（負債の部）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は267,076千円（前事業年度末比 17,950千円の減少）となりまし

た。これは主に未払法人税等が30,632千円、買掛金が18,908千円、受注損失引当金が6,586千円減少する一方、

前受金が45,010千円増加したことによるものです。

　当第２四半期会計期間末における固定負債は169,114千円（前事業年度末比 18,273千円の増加）となりまし

た。これはリース債務が8,856千円、退職給付引当金が7,554千円増加したことによるものです。

　この結果、当第２四半期会計期間末における負債合計は436,191千円（前事業年度末比 323千円の増加）とな

りました。

 

（純資産の部）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は1,599,292千円（前事業年度末比 512,670千円の増加）となり

ました。これは資本金及び資本剰余金がそれぞれ228,123千円、利益剰余金が56,422千円増加したことによるも

のです。
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　②経営成績

　当第２四半期累計期間の売上高は682,952千円、営業利益は91,190千円、経常利益は82,738千円、四半期純利

益は56,422千円となりました。

　なお、当社は統合資産管理クラウドサービス「＠プロパティ」を国内中心に事業展開する単一セグメントであ

るため、サービス別に記載しております。

（クラウドサービス）

　クラウドサービスの売上高は501,487千円となりました。クラウドサービスは、ストック型売上のビジネスを

展開しており、継続的な新規顧客の獲得及び既存顧客の利用拡大が堅調に推移いたしました。

（ソリューションサービス）

　ソリューションサービスの売上高は181,465千円となりました。前事業年度に引き続きREIT・不動産ファンド

分野及び重点注力分野と位置付けているビルメンテナンス分野等、案件を確実に売上げました。また、見込んで

いた大口案件の受注等、受注活動も堅調に推移いたしました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況については、前事業年度に比べ営業活動により230,388千

円の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）が増加しました。また、前事業年度に比べ投資活動により

94,481千円の資金が減少し、財務活動により444,328千円の資金が増加しました。

　この結果、当第２四半期会計期間末における資金の残高は、前事業年度末に比べ580,234千円増加し1,197,798

千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費86,479千円、売上債権の減少84,217千円及び税引前四半期

純利益82,738千円などにより前事業年度に比べ230,388千円増加しました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出87,995千円などにより前事業年度に比

べ94,481千円減少しました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行による収入446,764千円などにより前事業年度に比べ

444,328千円増加しました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,992,000

計 5,992,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,943,200 1,943,200
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

計 1,943,200 1,943,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年７月24日

（注）
56,700 1,943,200 46,425 328,123 46,425 273,123

（注）オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資

割当価格：１株につき　1,637.60円

資本組入額：１株につき　818.80円

割当先：三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社
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（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

清水建設株式会社 東京都中央区京橋二丁目16番１号 470,400 24.21

株式会社ケン・コーポレーション 東京都港区西麻布一丁目２番７号 245,000 12.61

板谷　敏正 神奈川県川崎市宮前区 177,800 9.15

高橋　秀樹 岡山県備前市 149,800 7.71

松井証券株式会社 東京都千代田区麴町一丁目４番地 89,900 4.63

投資事業組合オリックス６号 東京都港区浜松町二丁目４番１号 79,000 4.07

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10

号
70,300 3.62

日本ヒューレット・パッカード株式

会社
東京都江東区大島二丁目２番１号 70,000 3.60

寺田　英司 北海道札幌市西区 40,000 2.06

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 35,000 1.80

計 － 1,427,200 73.45

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,942,900 19,429

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 1,943,200 － －

総株主の議決権 － 19,429 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2018年７月１日から2018年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

プロパティデータバンク株式会社(E34090)

四半期報告書

 8/16



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 617,563 1,197,798

売掛金 213,598 129,381

仕掛品 27,540 18,076

貯蔵品 116 90

前払費用 18,703 17,413

その他 0 4,571

貸倒引当金 △86 △59

流動資産合計 877,435 1,367,273

固定資産   

有形固定資産   

建物 20,121 20,121

減価償却累計額 △17,544 △17,825

建物（純額） 2,576 2,295

工具、器具及び備品 13,746 13,746

減価償却累計額 △11,114 △11,660

工具、器具及び備品（純額） 2,631 2,085

リース資産 16,734 29,697

減価償却累計額 △5,086 △7,408

リース資産（純額） 11,648 22,289

有形固定資産合計 16,856 26,670

無形固定資産   

ソフトウエア 333,839 341,457

その他 0 0

無形固定資産合計 333,839 341,457

投資その他の資産   

投資有価証券 12,960 12,960

繰延税金資産 93,029 93,029

保険積立金 143,774 149,956

その他 44,594 44,136

投資その他の資産合計 294,358 300,081

固定資産合計 645,054 668,210

資産合計 1,522,489 2,035,483
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 29,953 11,044

リース債務 3,555 6,319

未払金 60,407 54,245

未払費用 12,359 14,134

未払法人税等 62,497 31,864

前受金 50,206 95,217

預り金 13,522 15,241

賞与引当金 24,032 23,246

受注損失引当金 6,586 －

その他 21,906 15,763

流動負債合計 285,027 267,076

固定負債   

退職給付引当金 101,439 108,993

役員退職慰労引当金 40,041 41,904

リース債務 9,360 18,216

固定負債合計 150,840 169,114

負債合計 435,867 436,191

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 328,123

資本剰余金 52,000 280,123

利益剰余金 934,621 991,044

株主資本合計 1,086,621 1,599,292

純資産合計 1,086,621 1,599,292

負債純資産合計 1,522,489 2,035,483
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 682,952

売上原価 337,232

売上総利益 345,719

販売費及び一般管理費 ※ 254,529

営業利益 91,190

営業外収益  

受取利息 4

受取配当金 615

雑収入 966

営業外収益合計 1,585

営業外費用  

支払利息 248

保険解約損 304

株式交付費 9,483

その他 0

営業外費用合計 10,037

経常利益 82,738

税引前四半期純利益 82,738

法人税等 26,316

四半期純利益 56,422
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 82,738

減価償却費 86,479

株式交付費 9,483

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27

賞与引当金の増減額（△は減少） △786

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,554

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,863

受取利息及び受取配当金 △619

支払利息 248

保険解約損益（△は益） 304

売上債権の増減額（△は増加） 84,217

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,488

仕入債務の増減額（△は減少） △18,908

前受金の増減額（△は減少） 45,010

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,267

その他 △10,139

小計 292,641

利息及び配当金の受取額 619

利息の支払額 △248

法人税等の支払額 △62,623

営業活動によるキャッシュ・フロー 230,388

投資活動によるキャッシュ・フロー  

無形固定資産の取得による支出 △87,995

投資その他の資産の増減額（△は増加） △6,486

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,481

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 446,764

リース債務の返済による支出 △2,436

財務活動によるキャッシュ・フロー 444,328

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 580,234

現金及び現金同等物の期首残高 617,563

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,197,798
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

役員報酬 59,322千円

給料及び手当 78,665

賞与引当金繰入額 11,416

退職給付費用 4,370

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
当第２四半期累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 1,197,798千円

現金及び現金同等物 1,197,798

 

（株主資本等関係）

株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2018年４月２日付の新株引受権及び新株予約権の権利行使による新株式発行により、資本金及び資本

準備金がそれぞれ9,750千円増加しております。また、当社は、2018年６月27日に東京証券取引所マザーズに上

場いたしました。上場にあたり、2018年６月26日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式によ

る募集）による新株式発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ171,948千円増加しております。さらに、

2018年７月24日を払込期日とする第三者割当増資（オーバーアロットメント）による新株式発行により、資本金

及び資本準備金がそれぞれ46,425千円増加しております。

　これらの結果、当第２四半期会計期間末において、資本金328,123千円、資本剰余金280,123千円となっており

ます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

　当社は、統合資産管理クラウドサービス「＠プロパティ」を国内中心に事業展開しており、報告セグメント

は「＠プロパティ」の提供にかかる単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 31円20銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 56,422

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 56,422

普通株式の期中平均株式数（株） 1,808,215

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 30円66銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 31,824

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

（注）当社は、2018年４月18日付で普通株式１株につき700株の株式分割を行っております。期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しており

ます。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月14日

プロパティデータバンク株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　　洋平　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプロパティデー

タバンク株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第19期事業年度の第２四半期会計期間（2018年７月１日か

ら2018年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、プロパティデータバンク株式会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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